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論文題目 
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（日本人労働者における職業因子と問題飲酒） 
 
論文審査の結果の要旨 
問題飲酒の危険因子として職業的特性があげられている。本研究は日本人一般労働者を対象に
して、問題飲酒と関連する職業因子の解明を目的とした。2008 年 5～6 月に浜松市において、15
～79 歳の全市民より対象を無作為抽出し、自記式郵送法により調査を行った (回収率 53.9%)。
勤務形態は常勤、パートまたはアルバイト、自営業、専業主婦または主夫、無職、学生に分け、前
3 者については職種、事業所規模および 1 週間の就業時間を尋ねた。問題飲酒は CAGE テスト
を用いて判定した。問題飲酒の有無について各カテゴリー別にクロス集計を行い、職業因子と問
題飲酒との関連は性別にロジスティック回帰モデルにより検討した。 
男性の 16.5%、女性の 3.8% が問題飲酒有りと評価された。男性では、事業所規模 50 人未満 
(年齢調整オッズ比：1.91、95% 信頼区間 1.01-3.60) が有意な関連を示した。事務職（1.92、
0.62-5.89）およびサービス職 (1.98、0.73-5.35) でやや高い年齢調整オッズ比を示したが統計学
的には有意ではなかった。女性では、自営業 (4.27、0.99-18.36)、管理職 (84.21、2.50-2841.61) 
およびサービス職 (12.67、1.35-118.88) で高い年齢調整オッズ比を示し、多変量調整オッズ比も、
11.33 (0.95-135.53)、139.37 (1.47-13242.89)、15.11 (1.02-222.94) と高値を示した。小規模事業所
では業務が多くストレスが大きいにも関わらずメンタルヘルス対策が不十分と考えられた。女性で
関連を認めた自営業、管理職、サービス職では、業務遂行上の決定権とそれに伴う責任が大きい
こと、現場での業務量が多いことなどがその理由と考えられた。これらの因子を考慮した上で仕事・
職場での問題飲酒対策を充実させる必要があるとしている。審査委員会では、日本人労働者にお
ける問題飲酒と関連のある職業因子を初めて明らかにした点を高く評価した。 
以上により、本論文は博士（医学）の学位の授与にふさわしいと審査員全員一致で評価した。 
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